
議第１１号議案  

  

   原子力発電に依存するエネルギー政策の見直しを求める意見書の提    

   出  

 

 原子力発電に依存するエネルギー政策の見直しを求め、関係行政機関へ意見書

を提出したいので、次のとおり提出する。  

  

   平成２３年１０月２８日提出  

  

                       市会運営委員会  

                       委員長 古 川 直 季   

 



原子力発電に依存するエネルギー政策の見直しを求める意見書  

  

 ３ 月１１日に発生した東日本大震災により、福島第一原子力発電所において、

大量の放射性物質が原子炉施設の外部に放出される重大な事故が発生した。この

事 故 か ら 半 年 を 経 過 し て い る が 、 い ま だ 原 子 力 緊 急 事 態 宣 言 は 解 除 さ れ て お ら

ず、周辺で生活している１０万人以上の住民が避難を余儀なくされるなど、原子

力発電の安全対策に対する再検討も迫られ、日本のみならず世界各地で原子力発

電依存への見直しの動きが起こっている。  

 し かし、日本の電力使用量の約３割は原子力発電により賄われている現状があ

り、即時停止は市民生活や経済活動に大きな影響を与えることが懸念されること

か ら 、 日 常 生 活 の 混 乱 や 経 済 破 綻 を 招 く こ と な く 見 直 し を 進 め る こ と が 必 要 と

なっている。  

 こ のような中、再生可能エネルギーである太陽光、太陽熱、地熱、小水力、風

力、バイオマスなどは環境負荷が少なく、永続的に利用することができる枯渇し

ないエネルギー源として注目されている。  

 日 本における自然エネルギーの活用は大きな可能性を持っており、その資源量

は太陽光、中小水力、地熱、風力だけでも２０億キロワット、さらに廃棄物系バ

イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー は 福 島 原 発 １ 号 基 の 9.8基 分 の エ ネ ル ギ ー が 補 え る と の 試

算もある。  

 よ って、政府におかれては、市民生活や経済活動を維持するための電力量の需

給 バ ラ ン ス を 正 確 に と ら え 、 省 エ ネ ル ギ ー 社 会 の 促 進 と と も に 再 生 可 能 エ ネ ル

ギーの普及拡大による脱原発依存社会の実現に向け、原子力発電への依存を段階

的に低減させる新たなエネルギー政策への転換を強く要望する。  

 こ こに横浜市議会は、全会一致をもって、地方自治法第９９条の規定により意  

見書を提出する。  

  

   平 成２３年１０月２８日  

 

 

 



 内 閣 総 理 大 臣 

 経 済 産 業 大 臣 

 環 境 大 臣 

 内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

 （ 経 済 財政政策、科学技術政策） 

  

                          横 浜市議会議長     

                            佐  藤    茂   

あ て  


